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第１章 計画の策定にあたって 

 

（１）計画の背景 

近年、社会経済情勢の変化や人口減少に伴う超高齢社会の到来による影響は社会・経済・

福祉だけに留まらず、教育・環境などまちづくりに関わる幅広い分野まで波及しています。

このような中、核家族化、ひとり暮らし高齢者や高齢者のみの世帯の増加、子どもや高齢者

などの社会的弱者への虐待・権利侵害など、地域における福祉課題は多様化・複雑化してお

り、従来の公的なサービスだけでは、すべてのニーズに対応することは困難となってきてい

ます。 

そのため、地域の様々な課題を地域の助け合いによる力で解決できる「地域の福祉力」の

向上を図る必要性が高まっています。また、自治会、関係機関や福祉団体等との連携を強化

して地域ぐるみで地域の課題に取り組んでいくことも重要です。 

こうした地域を取り巻く環境の変化に対し、平成 12 年６月に「社会福祉事業法」が「社会

福祉法」に改正されました。この法の第４条において、地域福祉の推進に努めることが規定

され、第 107 条では地域福祉計画を策定することが法的に位置づけられました。 

 平成 19年８月には、支援を必要とする要援護者を見守り、緊急時の対応が迅速に図れるよ

う「要援護者の支援方策について市町村地域福祉計画に盛り込む事項」が厚生労働省社会・

援護局によって通知され、「要援護者の把握」、「要援護者情報の共有」、「要援護者の支援」に

ついて市町村地域福祉計画に明記し、取り組むことが示されています。 

 また、平成 23 年３月 11 日に発生した東日本大震災を契機に、これまで以上に地域におけ

る人と人のつながりの重要性が再認識され、地域力の再構築による安心・安全な地域社会の

実現がより一層望まれるようになってきています。 

 このような背景から、本市では子ども、高齢者、障がい者など誰もが住み慣れた地域で安

心・安全に暮らし続けていくことができるよう、本市の地域福祉を推進するための指針とな

る「下野市地域福祉計画」を策定するものです。 
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（２）地域福祉計画とは 

地域福祉とは、子どもから高齢者、障がい者までの地域で暮らす誰もが住み慣れた地域の

中で、その人らしく自立した生活を送れるよう、地域住民、福祉団体、関係機関や行政など

が協力して地域社会の福祉課題に対して取り組んでいく「助け合いのしくみ」のことを言い

ます。 

 地域福祉計画は、「地域ぐるみの福祉」を推進するうえで、人と人とのつながりに重点を

置き、「顔のみえる関係づくり」、「共に生きる社会づくり」をめざすための「理念」と「仕組

み」をつくる計画です。この計画を推進していくためには、地域住民、福祉団体、関係機関

や行政などがお互いの役割の中で協力関係を構築し、「自助」「共助」「公助」を重層的に組み

合わせて取り組んでいくことが重要となります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■「自助」「共助」「公助」と地域福祉計画の関係図 

 
地域住民の主体的な 

活動で対応できるもの 
地域住民と行政の 

相互協力（協働）の領域 
行政施策として 
行うべきもの 

 

 
 

自助（自分・家族） 共助（地域） 公助（行政） 

 

 暮らしのニーズ 
（日常的な生活課題） 

身近な困り事、 

生活のしづらさ、苦労など 

福祉３計画など 
 

次世代育成支援行動計画 

高齢者保健福祉計画 

障がい者福祉計画 

○自助： 個人や家庭でできることは自分たちですること 

○共助： 地域において隣近所や友人、知人とお互いに助け合うことやボランティア、

ＮＰＯなどにより、支え合い、助け合うこと 

○公助： 地域で解決できない問題、支援を必要とする人やその家族などに、行政サ

ービスとして提供すること 

 「地域ぐるみ」 

福祉活動への支援 

地
域
の 

生
活
課
題 
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■地域福祉計画関連条文  社会福祉法より抜粋 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（目的） 

第１条 この法律は、社会福祉を目的とする事業の全分野における共通的基本事項を

定め、社会福祉を目的とする他の法律と相まって、福祉サービスの利用者の利益の

保護及び地域における社会福祉(以下「地域福祉」という。)の推進を図るとともに、

社会福祉事業の公明かつ適正な実施の確保及び社会福祉を目的とする事業の健全

な発達を図り、もって社会福祉の増進に資することを目的とする。 

 

（地域福祉の推進） 

第４条 地域住民、社会福祉を目的とする事業を経営する者及び社会福祉に関する

活動を行う者は、相互に協力し、福祉サービスを必要とする地域住民が地域社会

を構成する一員として日常生活を営み、社会、経済、文化その他あらゆる分野の

活動に参加する機会が与えられるように、地域福祉の推進に努めなければならな

い。 

 

（市町村地域福祉計画） 

第 107 条 市町村は、地方自治法第２条第４項の基本構想に即し、地域福祉の推進

に関する事項として次に掲げる事項を一体的に定める計画（以下「市町村地域福

祉計画」という。）を策定し、又は変更しようとするときは、あらかじめ、住民、

社会福祉を目的とする事業を経営する者その他社会福祉に関する活動を行う者の

意見を反映させるために必要な措置を講ずるとともに、その内容を公表するもの

とする。 

  １ 地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項 

  ２ 地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項 

  ３ 地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項 

社会福祉法（抄） 
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■市民の地域福祉活動が活発に行われている重層的な圏域の設定例 

 地域に暮らしているすべての人々が、それぞれの課題によって、様々な圏域で関わります。 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「地域における『新たな支え合い』を求めて～住民と行政の協働による新しい福祉～」より作成 

 

 

 

 

隣近所 

自治会・町内会 

日常生活圏域 

市 

地域住民 
地域の中で支援が必要な人 

（子ども・高齢者・障がい者） 

隣近所： 

○見守りや声かけによる身近な助け合い など 

自治会・町内会： 

○各種行事による交流・社会参加活動、生活課題の把握など
を行い、助けを必要とする人に地域住民と一緒になって対
応すること など 

日常生活圏域： 

○コミュニティ同士の連携体制の充実、関係団体との連絡調
整、地域課題の共有 など 

市： 

○相談体制の充実、情報提供体制、サービス調整、関係機関
との連絡調整など、地域福祉全般のとりまとめ など 



 

 5

（３）計画の位置づけ 

 高齢者福祉、子育て支援、障がい者福祉等、他の福祉分野における行政計画（下野市次世

代育成支援行動計画、下野市高齢者保健福祉計画、下野市障がい福祉計画）と整合・連携を

図りながら、地域住民主体のまちづくりや幅広い地域住民の参加を基本として、住民の生活

全般にわたる福祉向上を図ることを目標とします。 

 

 

■計画の位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下野市地域福祉計画 

次世代育成支援行動計画 

高齢者保健福祉計画 

障がい者福祉計画 

下野市総合計画 

栃
木
県
地
域
福
祉
支
援
計
画 

連携 

下野市 栃木県 

健康しもつけ 21 プラン 

 

他の関連計画 

連携 
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（４）計画の期間 

 本計画の期間は、平成 24 年度から平成 28年度までの５年間とします。 

 また、社会情勢の変化や関連計画との整合を図るため、必要に応じて見直しを行うものと

します。 

 

年度 20 21 22 23 24 25 26 27 28 

地域福祉計画     本計画期間 

下野市総合計画 前期基本計画 後期基本計画  

栃木県地域福祉支援計画 

（第２期） 
 計画期間  
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第２章 下野市の現状と課題 

（１）統計からみる現状 

１ 人口や世帯等の状況 

 総人口の推移をみると、平成 20 年までは増加傾向にあったものの、平成 21 年からは緩や

かな減少に転じています。また、年齢３区分別では０～64歳の人口比は下降しており、65 歳

以上の人口比は上昇していることから、下野市においても少子高齢化の進行がうかがえます。 

 

■総人口と年齢３区分別の推移                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：市民課（各年 10 月１日現在） 

■年齢３区分別人口比の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                          資料：市民課（各年 10 月１日現在） 

9,325 9,171 9,028 8,911 8,809

40,233 40,184 40,073 39,774 39,617

10,084 10,389 10,723 11,031 11,228

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年

０～14歳 15～64歳 65歳以上

59,642 59 ,744 59 ,824 59 ,716 59 ,654

（人）

15.6% 15.4% 15.1% 14.9% 14.8%

67.5% 67.3% 67.0% 66.6% 66.4%

16.9% 17.4% 17.9% 18.5% 18.8%

0%

20%

40%

60%

80%

平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年

０～14歳 15～64歳 65歳以上



 

 8

 世帯数の推移をみると、年々増加する傾向にあります。また、一世帯当たりの人員につい

ては、平成 18 年から平成 22 年にかけて 0.1 人減少しており、核家族化の傾向が緩やかに進

んでいます。 

 

■世帯数及び一世帯当たり人員の推移 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：市民課（各年 10 月１日現在） 

 

20,417 20,685 20,917 20,997 21,203

2.92 2.89 2.86 2.84 2.81

0.0 

0.5 

1.0 

1.5 

2.0 

2.5 

3.0 

3.5 

0

4,000

8,000

12,000

16,000

20,000

24,000

28,000

32,000

平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年

世帯数 一世帯当たり人員

（世帯） （人）
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1.32 
1.28 

1.46

1.38
1.40 1.39 

1.42 

1.43 1.40 

1.32 1.34 
1.37 1.37 1.39 

1.00

1.20

1.40

1.60

平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年

下野市 栃木県 国

２ 子どもの状況 

 合計特殊出生率※1の推移をみると、平成 21 年に国よりも高く、県よりも低くなっています。 

 

■合計特殊出生率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：人口動態統計   

 

 

 保育園の入園児数については平成 19 年から平成 23 年にかけてほぼ横ばいで推移していま

す。 

 

■保育園の入園児数と保育園数の推移                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：児童福祉課（各年４月１日現在） 

                                                   
1 ※合計特殊出生率：その年次の年齢別出生率において、15～49 歳までの一人の女性が生涯に産むと推計される

子どもの数の近似値を示すと言われています。 

568 586 582 593 595

7
8 8 8

9

0

2

4

6

8

10

0

200

400

600

800

1,000

平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年

園児数 保育園数

（人） （箇所）
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 幼稚園の園児数については平成 19 年から平成 23 年にかけて減少傾向にあります。 

 

■幼稚園の園児数と幼稚園数の推移                   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：総合政策課（各年５月１日現在） 

 
 

1,359 1,311 1,299 1,266 1,277

7 7 7 7 7

0

2

4

6

8

0

500

1,000

1,500

2,000

平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年

園児数 幼稚園数

（人） （箇所）
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３ 高齢者の状況 

 高齢化率をみると、年々増加しているものの、国及び県よりも低い水準で推移しています。 

 

■高齢化率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※栃木県は各年３月 31 日現在、国は各年４月１日現在      

                           資料：市民課（各年 10 月１日現在）  

 

 

 高齢者世帯状況をみると、高齢者のいる世帯数は増加傾向にあります。高齢者単身世帯と

高齢者夫婦世帯は平成７年と平成 17 年を比較すると２倍以上増加しています。 

 

■高齢者世帯状況の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                    

 

 資料：国勢調査 

16.9 
17.4 

17.9 
18.5 18.8 

19.6 
20.2 

20.7 
21.3 

21.8 20.4 
21.2 

21.8 
22.5 

23.0 

16.0 

18.0 

20.0 

22.0 

24.0 

平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年

下野市 栃木県 国

（％）

752

532

367

946

660

442

6,545

5,661

4,772

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000

平成17年

平成12年

平成7年

高齢者単身世帯 高齢者夫婦世帯 高齢者同居世帯

（世帯）

5,581

6,853

8 ,243
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 要介護認定者をみると、年々増加しており、平成 23 年では 1,508 人となっています。 

 

■要介護認定者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                        資料：高齢福祉課（各年４月末現在） 

98 91 77 124 128
108 110 137 140 141
287 262 277 257 259

234 279 245 292 318
196 225 262 

247 215
226 219 219 216 232180 178 179 

215 215

0 

300 

600 

900 

1,200 

1,500 

1,800 

平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２

要介護３ 要介護４ 要介護５

（人）

1,329
1 ,364 1 ,396

1 ,491 1 ,508
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289 313 308 335 364 397

0

100

200

300

400

500

平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年

（人）

４ 障がい者の状況 

 各障害者手帳所持者数をみると、平成 18 年から平成 23年までの５年間で 364 人と 21.4％

増加しており、増加傾向にあります。 

 

■各障害者手帳所持者数の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

     資料：社会福祉課（各年４月１日現在） 

 
 
 自立支援医療（精神通院医療）受給者数をみると、年々増加している状況となっています。 

 

■自立支援医療（精神通院医療）受給者数の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                         資料：社会福祉課（各年４月１日現在） 

1,328 1,411 1,452 1,511 1,568

225 250 269 287 318145
142 168 158 176

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年

身体障害者手帳所持者 療育手帳所持者

精神障害者保健福祉手帳所持者

（人）

1,698
1 ,803

1 ,889
1 ,956

2 ,062
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５ 外国人の状況 

 外国人登録者数の推移をみると、平成 18 年から平成 21年にかけて増加した後に、平成 22

年では減少に転じています。 

 
■外国人登録者数の推移                              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     資料：市民課（各年 10 月１日現在） 

 

 

318 362 428 441 428

0.5%
0.6%

0.7% 0.7% 0.7%

0.0%

0.2%

0.4%

0.6%

0.8%

0

100

200

300

400

500

600

700

800

平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年

外国人登録者数 登録人口に占める割合

（人）
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６ 地域活動等の状況 

 自治会加入世帯数数をみると、ほぼ横ばいの状況で推移しているものの、自治会加入率に

ついては、減少傾向となっています。 

 

■自治会加入世帯数及び加入率の推移                     

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

資料：生活安全課（各年４月１日現在） 

 
 老人クラブ会員数をみると、平成 22 年に１割近く減少した後に、平成 23 年には増加して

います。クラブ数については、ほぼ横ばいで推移しています。 

 
■老人クラブ会員数及びクラブ数の推移                  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：下野市社会福祉協議会（各年３月31日現在） 

15,228 15,245 15,315 15,406 15,467 15,487

75.7 74.7 74.1 74.2 73.8 73.0 

0

20

40

60

80

0

4,000

8,000

12,000

16,000

20,000

平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年

加入世帯数 加入率

（人） （％）

2,064 2,006 2,028 1,885 1,950

45
42

44
42

44

0

10

20

30

40

50

0

400

800

1,200

1,600

2,000

2,400

2,800

平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年

会員数 クラブ数

（人） （クラブ）
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 ボランティア登録者数をみると、平成 22 年までは増加傾向にありましたが、平成 23 年で

は 225 人と約１割半ば減少しています。また、登録団体数については、平成 20 年以降から平

成 22 年にかけて増加傾向にありましたが、平成 23 年には 67 団体と２割弱の減少となってい

ます。 

 

■ボランティア登録者数及び登録団体数の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：下野市社会福祉協議会（各年３月31日現在） 

 
ＮＰＯ法人数の推移をみると、平成 18 年から平成 20 年にかけて増加しており、平成 21 年

以降は横ばいで推移しています。 

 
■ＮＰＯ法人数の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                         資料：生活安全課（各年４月１日現在） 

4
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7 7 7 7
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72 73
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1,200
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登録者数 登録団体数

（人） （団体）
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７ 地域の状況 

 地域（中学校区）別で人口及び高齢化率をみると、石橋で人口が 20,926 人と最も多くなっ

ています。一方、南河内では 10,000 人に満たない状況となっています。また、高齢化率につ

いては人口が最も少ない南河内で 24.4％と最も高くなっており、南河内第二では 9.9％と他

の地域よりも半分以下と顕著に低くなっています。 

 
■地域（中学校区）別人口及び高齢化率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：市民課（平成 22 年 10 月１日現在） 

 

地域（中学校区）別で一世帯当たり人員をみると、南河内が 3.35 人と最も多く、一地域だ

け３人を越えている一方で、南河内第二が 2.47 人と最も少なくなっています。 

 

■地域別世帯数及び一世帯当たり人員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：市民課（平成 22 年 10 月１日現在） 

2,528

5,721
7,288

5,666

3.35 
2.47 

2.87 2.85 

0.00 

0.50 

1.00 

1.50 

2.00 

2.50 

3.00 

3.50 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

南河内 南河内第二 石橋 国分寺

世帯数 一世帯当たり人員

（世帯） （人）

1,079 2,238 3,161 2,331

5,318
10,479

13,430

10,3902,069

1,403

4,335

3,421

24.4%

9.9%

20.7%
21.2%

0%

4%

8%

12%

16%

20%

24%

28%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

南河内 南河内第二 石橋 国分寺

０～14歳 15～64歳 65歳以上 高齢化率

8,466

14 ,120

20 ,926

16 ,142

（人）
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（２）アンケートからみえる地域福祉の状況 

 

 本計画の策定に向け、市民の福祉観や地域活動への参加状況などの実態、市民のご意見、

ご提言などを把握するため、アンケート調査（平成 22 年７～８月調査）を実施しました。そ

こから見える主な現状等は次のとおりです。 

 

１ 福祉への関心について 

 

 「福祉」への関心については、『関心がある』（「とても関心がある」と「ある程度関心があ

る」の合計）は８割弱となっています。そのうち、特に関心がある福祉分野については、「高

齢者福祉（高齢者介護など）」が最も高く、次いで「社会福祉（福祉全般）」となっています。

「地域福祉（地域での支え合い活動）」は３割弱と他の福祉分野に比べて関心がやや低い状況

となっています。 

 

 ■福祉への関心について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ■特に関心がある福祉分野について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

55.1 

25.5 

11.6 

1.2 

6.7 

0 20 40 60

ある程度関心がある

とても関心がある

あまり関心がない

全く関心がない

不明・無回答

％

(単数回答) 回答者数=777

66.8 

43.0 

35.1 

32.1 

22.2 

0.2 

1.0 

0 20 40 60 80

高齢者福祉（高齢者介護など）

社会福祉（福祉全般）

児童福祉（子育てなど）

地域福祉（地域での支え合い活動）

障がい者福祉（障がい者介護など）

その他

不明・無回答

％

(複数回答) 回答者数=626
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２ 近所づき合いの程度について 

 

 ふだんの近所づき合いの程度については、「たまに立ち話をする程度」が３割半ばと最も高

く、次いで「会えばあいさつをかわす程度」となっています。また、ふだんから家族ぐるみ

のつき合いをしている人や困っているときに助け合ったりしている人などの親しくしている

人は、１割半ばとなっています。 

 地区別の近所づき合いの程度をみると、南河内第２中学校区が「付き合いがほとんどない」

と「会えばあいさつをかわす程度」を合計した割合が 52.4％と半数を超えていることから、

他の地区よりも近所づきあいが希薄化していることがうかがえます。 

 

 ■近所づき合いの程度について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ■地区別にみた近所づき合いの程度について 

 

 

 

 

106 11 15 19 26 23 7 1 4

100.0 10.4 14.2 17.9 24.5 21.7 6.6 0.9 3.8

164 5 9 12 46 75 11 1 5

100.0 3.0 5.5 7.3 28.0 45.7 6.7 0.6 3.0

282 19 37 32 74 87 14 2 17

100.0 6.7 13.1 11.3 26.2 30.9 5.0 0.7 6.0

213 18 11 19 59 82 12 1 11

100.0 8.5 5.2 8.9 27.7 38.5 5.6 0.5 5.2

南河内第二

中学校区

石橋中学校

区

国分寺中学

校区

上段:度数

下段:％

合

計

常

日

ご

ろ

か

ら
、

家

族

ぐ

る

み

の

付

き

合

い

が

あ

る

た

ま

に

立

ち

話

を

す

る

程

度 会

え

ば

あ

い

さ

つ

を

か

わ

す

程

度

付

き

合

い

が

ほ

と

ん

ど

な

い

そ

の

他

不

明

・

無

回

答

南河内中学

校区

困
っ

て

い

る

と

き
（

病

気
、

悩

み
、

事

故

な

ど
）

に
、

相

談

を

し

た

り
、

助

け

合
っ

た

り

す

る

一

緒

に

お

茶

を

飲

ん

だ

り
、

留

守

を

す

る

と

き

に

声

を

か

け

あ

う

34.9 

26.8 

10.7 

9.4 

6.8 

6.0 

0.6 

4.8 

0 10 20 30 40

会えばあいさつをかわす程度

たまに立ち話をする程度

一緒にお茶を飲んだり、留守をするときに

声をかけあう

困っているとき（病気、悩み、事故など）に、

相談をしたり、助け合ったりする

常日ごろから、家族ぐるみの付き合いがある

付き合いがほとんどない

その他

不明・無回答

％

(単数回答) 回答者数=777
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３ 地域で住民が取り組むべき課題や問題について 

 

 住んでいる地域の問題・不足点としては、「緊急時の対応体制がわからない」が 31.0％と

最も高く、次いで「交通マナーの乱れ」、「道ばたのごみが増えた」、「世代間の交流が少ない」

と「隣近所との交流が少ない」となっています。 

 

 ■住んでいる地域の問題・不足点について 

 

31.0 

22.9 

21.4 

19.7 

19.0 

16.6 

16.6 

14.3 

11.2 

7.2 

6.8 

6.7 

1.5 

8.4 

9.5 

0 10 20 30 40

緊急時の対応体制がわからない

交通マナーの乱れ

道ばたのごみが増えた

世代間の交流が少ない

隣近所との交流が少ない

あいさつをしない人が多い

地域の中で気軽に集まれる場が少ない

地域の活動が活発でない

犯罪の増加

地域での子どもの見守りがなされていない

障がいのある人に対する理解が不足している

健康に対する意識が低い

子どもや高齢者、障がいのある人に対する

虐待を見たり聞いたりする

その他

不明・無回答

％

(複数回答) 回答者数=777
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 地区別の地域の問題・不足点をみると、すべての地区で「緊急時の対応体制がわからない」

が最も高くなっています。また、地区別に特長が出ているものをみると、南河内中学校区で

は「道ばたのごみが増えた」や「地域の活動が活発でない」、「地域の中で気軽に集まれる場

所が少ない」が高くなっています。南河内第二中学校区では「隣近所との交流が少ない」や

「犯罪の増加」が高くなっています。石橋中学校区では「交通マナー」や「道ばたのごみが

増えた」が高くなっています。国分寺中学校区では「世代間の交流が少ない」が高くなって

います。地域全体で共通するものがある一方で、それぞれの地区で特長が出ています。 

 

 

 ■地区別にみた住んでいる地域の問題・不足点について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
106 12 33 6 19 29 5 1 17 18 24 21 3 9 11 6

100.0 11.3 31.1 5.7 17.9 27.4 4.7 0.9 16.0 17.0 22.6 19.8 2.8 8.5 10.4 5.7

164 28 58 27 37 19 12 1 44 34 21 23 10 3 18 18

100.0 17.1 35.4 16.5 22.6 11.6 7.3 0.6 26.8 20.7 12.8 14.0 6.1 1.8 11.0 11.0

282 46 88 28 74 77 27 7 43 54 39 50 27 23 20 21

100.0 16.3 31.2 9.9 26.2 27.3 9.6 2.5 15.2 19.1 13.8 17.7 9.6 8.2 7.1 7.4

213 40 59 25 46 41 11 3 43 47 26 34 13 14 13 26

100.0 18.8 27.7 11.7 21.6 19.2 5.2 1.4 20.2 22.1 12.2 16.0 6.1 6.6 6.1 12.2

そ
の
他

不
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・
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少
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南河内第二
中学校区

石橋中学校
区

国分寺中学

校区

上段:度数
下段:％
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 地域住民が取り組むべき課題や問題としては、「防犯や防災などの地域の安全を守ること」

が４割弱と最も高く、次いで「高齢者の社会参加や生きがいづくり」、「高齢者世帯の生活支

援」となっており、地域の安全を守ることへの関心が高いことがうかがえます。 

 

 ■地域で住民が取り組むべき課題や問題について 

 

37.3 

32.7 

29.0 

24.3 

21.1 

16.5 

13.8 

13.8 

13.5 

13.1 

11.8 

6.8 

1.8 

4.8 

0 10 20 30 40

防犯や防災など地域の安全を守ること

高齢者の社会参加や生きがいづくり

高齢者世帯の生活支援

青少年の健全育成

共働き家庭の子育て支援

生活習慣病予防など健康づくりへの取り組み

乳幼児期の子育て支援

障がいのある人の社会参加や生きがいづくり

障がいのある人への生活支援

特にない

母子家庭や父子家庭の子育て支援

子どもや高齢者、障がいのある人などへの虐待対策

その他

不明・無回答

％

(複数回答) 回答者数=777
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 隣近所で困っている家庭にできる手助けについては、「安否確認の声かけ」が５割強と最も

高く、次いで「緊急時の手助け」が４割半ばと高くなっています。 

 

 ■地域で困っている人にできる手助けについて 

 

 

 

53.8 

45.8 

18.0 

17.0 

14.3 

13.6 

13.0 

11.3 

10.9 

5.9 

5.3 

4.9 

1.5 

2.6 

0 20 40 60

安否確認の声かけ

緊急時の手助け

買い物の手伝い

ごみ出し

家の前などの掃除

子どもの通学路の見守り

趣味などの話し相手

特にない

短時間の子どもの預かり

外出の手助け

子どもの送り迎え

高齢者等の介護

その他

不明・無回答

％

(複数回答) 回答者数=777
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４ 地域活動やボランティア活動等への取り組み状況について 
 

 地域活動やボランティア活動等への取り組み状況としては、取り組んだ『経験がある』（「現

在、継続的に取り組んでいる」、「たまに、取り組むことがある」、「取り組んだことはあるが、

現在はほとんどしていない」の合計）が５割弱となっている一方で、「取り組んだことはない」

が４割弱と１割程度とわずかな差となっています。 

 また、今後の取り組み意向について、『取り組みたい』（「積極的に、取り組んでいきたい」、

「できるだけ取り組んでいきたい」、「機会があれば、取り組んでもよい」の合計）が６割半

ばとなっています。 

 

 ■地域活動やボランティア活動等への取り組み状況について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ■今後の地域活動やボランティア活動等への取り組み意向について 

 

 

38.7 

21.8 

15.8 

11.6 

7.9 

4.2 

0 10 20 30 40 50

取り組んだことはない

取り組んだことはあるが、

現在はほとんどしていない

たまに、取り組むことがある

現在、継続的に取り組んでいる

取り組むことができない

不明・無回答

％

(単数回答) 回答者数=777

47.6 

16.9 

14.4 

12.2 

2.3 

6.6 

0 10 20 30 40 50

機会があれば、取り組んでもよい

できるだけ取り組んでいきたい

あまり取り組みたくない

取り組むことができない

積極的に、取り組んでいきたい

不明・無回答

％

(単数回答) 回答者数=777
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 『取り組みたい』意向がある場合の今後の取り組んでみたい地域活動やボランティア活動

等について、「地域を元気にする活動」が３割強と最も高くなっており、「周辺環境を整備す

る活動」、「地域の安全を守る活動」、「高齢者を支援する活動」などが上位に挙げられていま

す。 

 また、地域の助け合い、支え合い活動の活発化のために重要なことについては、「困ってい

る人や、助け合いの場、組織についての情報を得やすくする」が３割強と最も高く、次いで

「地域における福祉活動の意義と重要性をもっとＰＲする」、「地域でボランティアなどの活

動の拠点となる場を整備する」となっています。 

 

 ■行ってみたい地域活動やボランティア活動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ■地域の助け合い、支え合い活動の活発化に重要なこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

33.3 

29.1 

25.6 

24.5 

23.5 

15.0 

15.0 

14.3 

9.1 

4.0 

0.0 

7.9 

0 10 20 30 40

地域を元気にする活動 （自治会での交流活動など）

特技や趣味を活かした交流活動

（手芸、調理、農作業、スポーツ、外国語、パソコン、陶芸など）

周辺環境を整備する活動 （道路・公園の清掃、リサイクルなど）

地域の安全を守る活動 （防犯パトロール、子どもの見守りなど）

高齢者を支援する活動

（家事援助、話し相手、見守り・声かけ、外出付き添いなど）

子育てを支援する活動 （子育ての交流会や児童の一時預かりなど）

児童の健全育成の活動 （スポーツの指導、子ども会の活動など）

災害時の支援などの活動

（物資の寄付、復興支援、災害時要援護者の見守りなど）

障がいのある人を支援する活動

（手話、点字、要約筆記、軽介助、外出付き添いなど）

特にない

その他

不明・無回答

％

(複数回答) 回答者数=519

32.6 

29.6 

25.5 

23.9 

23.7 

20.1 

19.6 

15.2 

8.2 

7.1 

2.1 

8.6 

0 10 20 30 40

困っている人や、助け合いの場、組織についての情報を得やすくする

地域における福祉活動の意義と重要性をもっとＰＲする

地域でボランティアなどの活動の拠点となる場を整備する

学校教育や社会教育での福祉教育を充実する

ボランティアリーダーや福祉活動に関わる人を育成する

困っている人と、支援できる人との調整を図る人材を育成する

福祉活動の相談・指導を担当する専門職員の充実を図る

地域における福祉活動の活動費・運営費などの資金的な援助を行う

特にない

介護やボランティア活動の方法などに関する研修を行う

その他

不明・無回答

％

(複数回答) 回答者数=777
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５ 市民が重要と考える市の保健福祉施策について 
 

 保健福祉施策をより充実させるために重要と考える取り組みとしては、「安心して子どもを

生み育てられる子育て環境を充実させる」が３割弱と最も高く、次いで「人が集まり、気軽

に相談できる場を充実させる」、「健康や福祉についての情報提供を充実させる」となってい

ます。 

 

 ■市民が重要と考える市の保健福祉施策について 

 

27.7 

26.4 

25.9 

23.0 

22.9 

20.1 

19.2 

19.2 

18.7 

16.6 

14.7 

13.6 

8.4 

1.5 

4.8 

0 10 20 30

安心して子どもを生み育てられる子育て環境を充実させる

人が集まり、気軽に相談できる場を充実させる

健康や福祉についての情報提供を充実させる

住民がお互いに支え合い助け合えるまちづくりをすすめる

（住民同士や行政との協力等）

隣近所など、周囲の理解と協力による見守りなどの支援を行う

健康づくりや生きがいづくりが盛んなまちづくりをすすめる

自宅での生活を支援する在宅福祉サービスを充実させる

高齢者、障がいのある人、児童の施設サービスを充実させる

交通の利便性の確保をすすめる

高齢者や障がいのある人が地域で活動できる機会をつくる

道路の段差解消など、バリアフリー化をすすめる

手当てなど金銭的な援助を充実させる

ボランティア団体など住民活動への援助を充実させる

その他

不明・無回答

％

(複数回答) 回答者数=777

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 27

（３）住民懇談会（ワークショップ）からみる現状 

 住民懇談会は、平成 22 年 10 月から 11 月までの２か月間、４つの中学校区から参加者を集

め、市内１か所にて計３回開催しました。民生委員・児童委員や福祉団体など地域で積極的

に活動を実践されている市民を中心に実施しました。 

 この住民懇談会は、同じ地域に住む人と話し合うなかで地域のことや地域に住む人のこと

を知るきっかけにもなるように、参加者同士が地域の課題について話し合い、解決策を考え

るワークショップ形式で行いました。 

 主な意見は以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．助け合い、支え合いについて 

○通学路の見守り。地域全体で子どもを見守っていく 
○声かけ・見守りを積極的に行う 
○近所の人がひとり暮らし高齢者の買物を代わりに購入をする。または、車で買物

や病院へ乗せていく 
○地域を見守る心構えを持つ。地域に溶け込むという意識を強く持つ 
○ひとり暮らしの高齢者が多く心配だが、見守りが難しい 

２．生活環境について 

○犬のフンの始末や延びた庭木のせん定がされていない 
○歩道の狭いところやないところがあり、子どもや高齢者が安心して歩ける歩道に

してほしい 
○自転車のマナーが悪い 
○ゴミの不法投棄などのマナーが悪い 

３．地域福祉の推進について 

○地区により自治会に入会しない人が増えてきている 
○自治会の役員のなり手がいない 
○地域の一体感が希薄になっている 
○意見を言うが行動をしない人が多い 

４．地域交流について 

○世代間交流、隣近所と新旧住民の交流が少ない 
○子どもや若者が減ってきている 
○高齢者同士の交流が少ない 
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（４）団体ヒアリングからみる現状 

 団体ヒアリングは、平成 22 年 12 月から平成 23 年２月までの３か月間、市内の福祉団体及

びボランティア団体を対象に、子育て、高齢者、障がい者などの地域福祉に関する項目につ

いて調査票を配布し、記入内容に基づいて後日ヒアリングを実施しました。 

主な意見は以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．子育てについて 

○子どもも一緒に地域活動に参加・参画する機会を設けることが重要 
○子育て世帯が何を困難とし、求めているのかを把握することが必要 
○異世代間の交流を図り、絆を深めることが重要 

２．高齢者について 

○健康づくりに取り組みやすい環境づくりが求められている 
○各施設への移動手段の確保が求められている 
○安心して働ける環境づくりを図ることが重要 
○高齢者の健康づくりや介護予防活動により一層取り組むことが重要 
○要援護者への支援体制の充実が重要 

３．障がい者について 

○障がい者施設を拠点とした市民との交流が求められている 
○地域住民とのスポーツを通した交流が重要 
○市民の理解と協力について啓発活動が必要 

４．地域福祉の推進について 

○活動したいと思っている人をどう活動に結び付けるかが課題 
○主体的に活動できる市民が求められている 
○ボランティア、関係団体など地域の様々な人が積極的に関わることが必要 
○お互いに助け合う意識を持つことが重要 
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（５）下野市の地域福祉をめぐる主な課題 

 下野市の統計やアンケート、住民懇談会、団体ヒアリングなどを踏まえ、地域福祉の観点

から主な課題を整理すると、以下のようにまとめられます。 

 

１ ふれあい、支え合い、助け合いの輪が広がる地域づくり 

 下野市では地域によって近所づき合いが希薄化している地域があり、その傾向は新興住宅

地や転入者の多いところで特に見受けられます。住民懇談会では、若者の減少や近所の人の

顔がわからないなどの意見が挙げられていることから、人と人の絆が弱まり、地域における

ふれあいが減少していることがうかがえます。 

 市民アンケート調査結果をみると、特に関心のある福祉分野では地域での支え合い活動と

なる地域福祉は他の福祉分野に比べて低くなっています。また、地域における助け合い、支

え合い活動を活発化させるためには、「困っている人や、助け合いの場、組織についての情報

を得やすくする」が３割強と多くなっており、地域の情報を幅広く提供することで、地域へ

の関心を高め、そして、地域福祉への理解を深めることにより地域で支援を必要としている

人への手助けにつながるように結びつけていくことが大切です。 

住民相互の助け合いや交流の輪の拡大に向けた地域福祉を推進するには、地域社会全体で

助け合い・支え合いに対する関心を高め、お互いを思いやる心を育んでいくことが大切です。

そのためにも、地域の拠点となる施設で異世代交流を促進し、いざというときに助け合い・

支え合える顔のみえる関係づくりを日頃から築いていくことが重要となっています。 

 

 

２ 安心・安全な暮らしやすいまちづくり 

 近年、子どもや高齢者などが被害を受ける事件・事故が地域を問わず全国的に発生してい

ます。また、東日本大震災では、本市でも従来の危機管理体制が機能しないことが確認され、

災害に備えた対策の見直しが求められています。そのため、市民が安心・安全に生活を送る

ための防犯・防災体制の強化が重要な課題となっています。 

 地域の防災活動は自治会や女性防火クラブなどによる自主的な防災活動により展開されて

いますが、その活動は一部の組織に限定されています。また、防犯活動も各種団体が自主的

な活動を実施しているものの、その活動が個別で行われるなど課題があります。こうしたこ

とから、地域の実情に応じたきめ細かい防災・防犯体制が構築できるよう連携・組織化を推

進していくことが大切です。 

市民アンケート調査の結果をみると、身近な地域で地域住民が取り組むべき課題として「防

犯や防災など地域の安全を守ること」が第１位に挙げられている一方で、住んでいる地域の

中での問題点をみると「緊急時の対応体制がわからない」が第１位となっているため、緊急

時の対応について周知・啓発していく必要があります。 

 誰もが暮らしやすい地域社会の実現に向けた地域福祉を推進するには、市民一人ひとりの

思いやりの心と支え合いによる主体的な意思と行動が大切です。そのため、地域住民がお互

いに協力して、地域課題に取り組んでいけるよう支援していくことが重要となっています。 
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３ 地域福祉を推進するためのしくみづくり 

 下野市は中学校区単位で生活環境や隣近所・世代間の交流などに対する問題点に地域差が

みられることから、それぞれの地域に応じた課題解決に向けて取り組んでいくことが求めら

れています。そのため、地域の福祉課題の解消に向けた地域福祉を推進していくための体制

の整備や市と関係機関・団体等との連携を図り、相互のネットワークを充実させていく必要

があります。 

住民懇談会では、若者の減少や自治会役員のなり手がいないなど、地域を担い、支えてい

く人材が不足していることから、人材の育成・確保が喫緊の課題として挙げられています。

また、市民アンケート調査結果では今後の地域活動やボランティア活動等への取り組み意向

について、「機会があれば取り組んでもよい」が５割弱となっていることから、活動してみた

いと考えている人をどう活動に結びつけていくかが課題となっています。 

 地域における課題の解決に向けた地域福祉を推進するには、地域に暮らす一人ひとりが当

事者意識と役割を持って取り組んでいくことが大切です。そのため、地域福祉の担い手とな

る団体や地域住民の連携及び活動の拡大を支援することで、地域で活躍できるコーディネー

タやリーダーを育成していく必要があります。 

 



 

 31

第３章 計画の方向性 

 

（１）計画の基本理念 

 本市は、古代東国地方の仏教・文化の中心地となるなど、多彩な歴史・文化的資源が息づ

くとともに、緑豊かな自然や人・モノが有機的につながることにより、新生文化都市として

の魅力が形成されてきました。 

 また、都市近郊型農業として発展する一方でＪＲ宇都宮線の自治医大駅を中心としたニュ

ータウンによる新市街地としても発達してきました。そのため、新市街地と田園地帯におい

て、地域住民同士の地縁的なつながりや生活環境に地域ごとの課題がみられるなど、地域を

取り巻く状況は多様化しており、従来の福祉制度の枠組みだけでは対応することが難しくな

ってきています。 

こうしたなか、誰もが住み慣れた地域で安心して暮らしていけるようにするためには、地

域住民の理解と協力による地域ぐるみでの課題解決に向けた取り組みが重要となっています。

そのためには、市、地域住民、関係機関・団体等と相互のつながりを深め、連携・協力し合

える関係性を構築し、地域の中で支援を必要としている人に的確な支援が届くよう地域福祉

を推進していく必要があります。 

 本計画の策定にあたっては、民生委員・児童委員、福祉団体をはじめ、地域で福祉活動を

積極的に展開している市民を主体とした住民懇談会を実施しました。そこでは、地域の現状

や課題を共有し、その解決策を話し合った成果として各中学校区における「地域の将来像」

を掲げました。 

 市の総合計画においては、「思いやりと交流で造る新生文化都市」を将来像として定められ

ています。人と人の交流によるふれあいを通してお互いを思いやる心を育み、困った時には

励まし合い、協力し合っていくことで、安心・安全な生活環境を創り出す、これがこの将来

像における地域福祉のテーマであると考えられます。 

 こうしたことから、総合計画の将来像と各中学校区の「地域の将来像」を踏まえて、本計

画の基本理念を以下のように定めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（案１）誰とでも心がかよい合う、人にやさしいまち 下野 

（案２）誰もが心穏やかで、安心・安全に暮らせるまち 下野 

（案３）思いやりの心で互いに支え合う、笑顔あふれるまち 下野 

（案４）ふれあい、励まし合い、共に支え合うまち 下野 
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（２）計画の基本目標 

１ ふれあい、支え合い、助け合いの輪が広がる地域づくり 

 地域住民の一人ひとりが地域の課題を自らの課題として当事者意識を持ち、さまざまな人

とのふれあいを交流拠点の活用により積極的に深めていくことが必要です。 

そのためにも、地域における支え合い活動の中心となる住民組織等の組織体制の強化推進

や支援を必要とする人の把握や見守りによる地域支え合い体制の充実に努めます。 

さらに、地域コミュニティの活性化や地域活動の充実による助け合いが自然に生まれる絆

づくりを推進します。 

 

 

２ 安心・安全な暮らしやすいまちづくり 

 誰もが住み慣れた地域で、その人らしく安心して暮らせるよう福祉サービスの充実を図る

ことが必要です。 

そのためにも、情報を知らないことにより、必要なサービスを受けられないことがないよ

う情報提供や気軽に相談できる体制の充実に努めます。 

 また、住み慣れた地域で健康でいきがい持って暮らせる社会づくりを推進します。 

さらに、緊急時を見据えた防災体制の強化や保健・医療・福祉の連携強化を図ります。そ

して、防犯や交通安全対策の推進による地域全体の安全に取り組みます。 

 

 

３ 地域福祉を推進するためのしくみづくり 

 市民一人ひとりが、地域福祉の担い手であることを自覚し、主体的に地域活動を推進でき

るよう活動しやすい環境づくりが必要です。 

そのためにも、福祉教育や人権意識の醸成を図るとともに、多様な地域課題に対応できる

よう福祉講座を充実することで、地域の福祉力の向上に努めます。また、地域福祉を積極的

に展開することが期待される地域のリーダーやコーディネーターの発掘・養成を進めます。 

 さらに、地域住民を中心とした地域福祉が確実に推進されるよう連携体制の強化を図りま

す。 
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（３）計画の体系 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
地域福祉を推進するためのしくみづくり 

 

基本理念 

（１）ふれあいの笑顔が生まれる地域 

（２）助け合い、支え合う信頼の絆が育まれる地域 

（１）いつまでもいきいきと生活できるまち 

（２）人にやさしい思いやりのあるまち 

（３）心やすまる生活環境のあるまち 

（４）福祉サービスが充実しているまち 

   
     ふれあい、支え合い、助け合いの輪が広がる地域づくり 

 
安心・安全な暮らしやすいまちづくり 

基本目標１ 

基本目標３ 

（１）支援の手が広がるしくみ 

（２）地域をいきいきさせる担い手を育てるしくみ 

（３）地域福祉推進体制のしくみ 

（案１） 誰とでも心がかよい合う、人にやさしいまち 下野 

（案２） 誰もが心穏やかで、安心・安全に暮らせるまち 下野 

（案３） 思いやりの心でお互いに支え合う、笑顔あふれるまち 下野 

（案４） ふれあい、励まし合い、共に支え合うまち 下野 

基本目標２ 


